





































つつある。国際的には、GFCS  (Global 



























































Hoskins 教授や Julia Slingo 首席科学官の指
導のもと、シームレスな取り組みを推進するた
め、双方に共通する力学や物理過程の基盤技術
を開発する部門を新設し、一つのモデルで短期
予報から気候予測まで実施する目標を掲げて
開発を進めている。また、部外資金を活用した
大学との共同研究用計算機を通じて、英国内の
英知を結集した共同開発を行うとともに、韓国
やオーストラリア等との国際連携により英国
モデルの共同開発も行っている。 
米国気象局においては、古くからプリンスト
ンの GFDL やオクラホマのシビアストーム研
究等、大学と政府研究機関との連携が進められ
ており、最近では EMC（数値予報）、CPC（気
候予測）等の現業機関がメリーランド大学構内
に移転している。米国では、しばしばR2O O2R
という用語で、現業と研究との連携が強調され
ている。これは放置しているとなかなか連携が
進まないからなのかもしれないが、様々な会合
等を通じて互いを意識して仕事を進めること
の重要性が徹底されていることが背景にあろ
う。 
その他、ドイツ、韓国、オーストラリア等各
国で気象機関と大学等との連携は戦略的に各
国のモデリング技術を世界レベルとすること
を目標に取り組まれている。 
 
４．連携に関する現状と将来展望 
日本においても、数値予報開始当初は、大学
と気象庁と分担を決めて定期的に会合を持ち
ながら進めていた。それが世界的にも早期の数
値予報の開始となったほか、その後の米国のモ
デル研究等を支える人材を輩出する結果とも
なった。 
近年では気象研究コンソーシアムという形
で気象学会と気象庁との連携の仕組みが構築
され、また異常気象分析検討会等、大学の研究
者と気象庁の業務関係者との連携が図られて
いる。しかし諸外国の状況や我が国が直面する
様々な課題を踏まえ、さらに連携を強化してオ
ールジャパンでの取り組みを目指していく必
要性があろう。ただし、海外においては、気象
研究資金を気象機関が支援する仕組みがある
ことなど、我が国と異なる状況も認識する必要
がある。 
連携のありかた、推進方策を考えるに当たっ
ては、数値予報の開始時のように、日本として
何を目標とするのかを明確にすることが重要
であり、その観点からの展望を示す。 
まず、豪雨や台風といったモンスーンアジア
の課題に取り組み、これらの現象の予測技術で
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世界の最高水準を達成することが第 1 の目標
ではないか。これらの現象の予測は直接日本の
防災減災に貢献するだけでなく、東南アジア等
のモンスーンアジア地域の防災への国際貢献
としても波及する。また、熱帯のクラウドクラ
スターの解析・予測技術は、MJOや ENSO等
の予測精度の向上にもつながり、気候変動予測
技術としても重要である。さらに、地球温暖化
に伴い、豪雨災害、台風災害がどのように影響
を受けるかといった社会的要請の高い課題に
対する貢献も重要である。 
第 2の目標としては、IPCCに対して世界最
高水準の解析・予測情報を提供することおよび
地域気候の解析・予測情報を提供することであ
る。これにより、地球温暖化問題に対する日本
の貢献を高めていくとともに、気候変動対策の
地域における具体化の推進が図られる。 
当庁は IPCC の発足当初からモデル予測結
果を提供し、また過去の気候変動については当
庁の数値予報技術を応用した再解析を実施し、
現在も JRA55のプロダクト作成を進めている
ところである。どちらも庁外の研究コミュニテ
ィとの連携で進められており、国際的にも大き
な貢献となっている。今後も解析・予測精度の
向上を図るとともに、関係機関、地域との対話
を通じた情報利活用の推進を図っていく必要
がある。 
第 3の目標としては、産業や国民の暮らしを
支える気象情報である。交通、農業、水資源等
の分野に加え、今後は、太陽光、風力等の再生
可能エネルギーのコスト削減、安定的運用への
貢献が重要となろう。今後、太陽光・風力発電
量を拡大すると、天気による変動を水力等他の
調整可能な発電により吸収し、それを天気に左
右される需要とマッチングさせる運用を行う
ことが求められる。このため、観測技術、予測
技術を発展させ、これらの目的に適したきめ細
かな高精度の気象予測を行うことが必要であ
る。また、気象予測の誤差情報についても、リ
スクマネジメントとして活用する仕組みが必
要である。我が国のきめ細かな気象情報はエネ
ルギー問題に限らず、農業も含めた産業の興隆、
豊かな国民の暮らしにもつながるものである。
特にこの分野は特に社会応用部分について、民
間の貢献を期待したい分野でもある。 
3つの柱は、可能な限り共通基盤技術に集約
して、その解析・予測精度の向上を図ることで、
目標を実現できるよう努める必要がある。たと
えば、全球を対象に積雲スケールを直接予測す
る全球雲解像モデルは、将来はその基盤技術の
一つとなろう。メソモデルについては、防災に
も地域気候にも、さらには再生可能エネルギー
にも、きめ細かく予測精度の高いアウトプット
が求められている。また、観測ネットワークの
持続的発展とともに、リモートセンシングの技
術革新等を図り、集中豪雨の原因となる、海上
からの下層の暖湿流の解析精度を飛躍的に向
上させるなど、観測面の基盤技術も重要である。 
さらにブレークダウンしていくと、次世代計
算機に適合した高精度の力学過程の開発、気象
衛星・地球観測衛星利活用技術の開発、観測デ
ータを最大限活用するデータ同化手法、不確定
性を予測するアンサンブル予測手法、プロセス
研究から物理過程の改善を図る技術開発、熱帯
域や極域、成層圏等の検証研究、再解析技術の
応用として、地域の気候変動の記述、過去の災
害の分析、再生可能エネルギーの立地検討材料
等を目的とするダウンスケール技術等、様々な
観点からの研究開発が必要である。 
これら目標達成に向けて連携を進めて実施
していくことで、人材育成の輪が広がっていく
ことが期待されるが、人材の活躍の場を広げて
いくことも重要である。我が国で鍛えた技術を
もとに発展途上国等へ支援していくことは我
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が国の国益にもつながり、産学官の連携のもと
推進を図る必要がある。一方、国内の地域レベ
ルでは、過去の気象災害や地球温暖化に伴う地
域気候変動等の分析を進め、これらを地域の防
災施策、適応施策の推進に生かしていくことが
重要であり、ここでも産学官の連携のもと専門
的人材の活躍が期待される。産業界における気
象情報の活用等では、民間で活躍する人材の拡
大を図ることも重要である。 
また、情報利用の立場、社会への貢献という
観点では、気象分野だけではアウトカムとなり
にくい一方、気象分野が情報作成の上流部分で
あることを認識することが重要である。各分野
への応用を図りつつ、これらの分野と気象予測
精度向上の必要性についてのコミュニケーシ
ョンを深め、不確定性についての情報の活用方
策の推進を進めていく必要がある。このため、
気象学と他の専門分野との連携推進を図るこ
とが重要であり、農業や水文、防災分野等との
連携に加え、今後は再生可能エネルギーについ
ての電気分野との連携等も候補となろう。 
今後、連携の具体化を進めるに当たっては、
気象庁、大学、研究機関、さらに民間も含め認
識の共有を図ることから出発するのがよいの
ではないか。そのなかで目標そのものを磨きあ
げつつ取組みを進め、気象分野全体として次世
代に向けた人材育成を図る必要があろう。 
もちろん、気象学の分野は多方面に拡大して
おり、ここで述べた柱は気象業務の観点からの
記述であり、別の観点では別の柱があるものと
理解している。また、少子高齢化、世界経済の
低迷、我が国の国際競争力の低下といった厳し
い背景があり、今後の厳しい行財政事情のもと
で、産官学含めた気象事業がどう生き抜いてい
くのか、という観点も必要である。 
具体化に向けては、大学等におけるデータや
モデル利用について、その運用管理面や教育支
援等も含め気象庁と大学等との役割分担や知
的所有権の扱い、気象庁と大学等の認識共有を
図る仕組み等、現状の課題、予算や制度面の課
題も踏まえつつ、取り組んでいく必要があろう。 
今までも異常気象分析検討会等様々な取組
みで推進されているが、まずは気象庁の関係者
と気象学研究コミュニティとの間でのコミュ
ニケーションをさらに深めることが第一歩で
あろうと考えている。THORPEXは 2014年ま
での計画であるがその後継プロジェクトが検
討されており、またWWRP（世界天気研究計
画）では、WCRP（世界気候研究計画）とも
連携しつつ PPP（極域予報プロジェクト）と
S2S（季節内から季節スケール）を立ち上げて
いる。このような国際プロジェクトの推進を通
じて連携を深めていくこともできよう。 
 
５．おわりに 
気象庁と大学等との連携について、我が国に
おいて何を目指して連携するのかという観点
から一部私見も交えつつ述べた。連携を通じて、
我が国の解析・予測技術の基盤が強化され、そ
れが様々なアウトカムに反映されるとともに、
一人でも多くの気象専門家が民間も含めその
専門性を活用して活躍できるような社会にな
ることを期待している。 
気象庁はその専門性を国民、社会から期待さ
れている組織である。庁内において専門家を育
成することはもちろんであるが、物理・数学の
基礎力を持ち気象学をしっかり勉強された方
を気象庁の技術開発人材の候補として採用し
育成していくことも重要である。また、大学院
教育の中で、より実践的な研究が推進されるこ
とにより、結果的に博士課程修了者等の採用も
拡大していくものと考えている。 
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